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証券コード　4684
平成30年６月７日

株　主　各　位
東 京 都 中 央 区 京 橋 二 丁 目 ４ 番 1 5 号

株 式 会 社
代表取締役社長 橘　　昇　一

第51回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第51回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を行
使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、
平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までに到着するよう、同封の議決権行使書
用紙に賛否をご表示のうえご送付いただくか、当社の指定する議決権行使サイト
(https://evote.tr.mufg.jp/)より議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区京橋二丁目４番15号　オービックビル

当社東京本社　地下１階大ホール
（末尾の「株主総会会場のご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第51期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第51期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書
類報告の件

－ 1 －

表紙
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決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役10名選任の件
退任取締役に対し退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に
伴う打ち切り支給の件

４．招集にあたっての決定事項
⑴書面およびインターネット等による議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い

　書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等によ
る議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

⑵インターネット等による議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い
　インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容
を有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を
行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

⑶代理人のご出席による議決権行使について
　当日ご出席願えない場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご
出席いただくことができます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

以　上

 
※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申しあげます。
 

※なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.obic.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和などを背景に、企業
の業況判断や雇用情勢に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。海外経済
においては先進国を中心に着実な成長が見られるものの、米国の保護主義政策の動向や円高傾向
が進む中で、我が国では景気の先行きに慎重な企業が増え、今後の景気を下押しするリスクとし
て懸念されております。
　当情報サービス業界においては、システムの統合や更新需要の増加等により、企業のシステム
投資は回復傾向が見られます。引き続き企業のニーズは「効率的でコストパフォーマンスの高い
情報システム」にあり、さらなる顧客目線でのシステム提案が求められております。
　当社は、このような状況の中、製販一体体制を継続し、顧客満足度を高めるべく努めてまいり
ました。当社の主力である統合業務ソフトウェア「ＯＢＩＣ７シリーズ」は、統合的に情報を管
理するＥＲＰシステムとして、様々な業界・業種の企業に幅広く求められました。主な傾向とし
て、大企業向けのシステム構築が引き続き順調に推移しております。業種・業務別のソリューシ
ョンに関しても、金融業向け、サービス業向け、流通業向け、製造業向け等、業種を問わずシス
テム構築の引き合いが強まりました。高まりつつあるクラウドコンピューティングのニーズにも、
顧客に合わせた提案で対応しております。また、システムサポート事業も安定的に伸長し、業績
に寄与いたしました。
　この結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高668億14百万円(前年同期比8.7％増)、営業
利益323億25百万円(同16.1％増)、経常利益は355億70百万円(同10.3％増)、親会社株主に帰属
する当期純利益は262億68百万円(同12.5％増)となりました。
　今後も当社は、顧客第一主義のもと、よりコストパフォーマンスの高いシステム提案ビジネス
に注力し業績の向上に努めてまいる所存であります。

－ 3 －

事業の経過および成果
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　セグメントの業績は次のとおりであります。
A　システムインテグレーション事業

主力の統合業務ソフトウェア「ＯＢＩＣ７シリーズ」は、統合的に情報を管理するＥＲＰシ
ステムとして、様々な業界・業種の企業に求められました。主な傾向として、大企業向けのシ
ステム構築が引き続き順調に推移しております。

この結果、外部顧客に対する売上高は352億91百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は
168億41百万円（同12.8％増）となりました。

B　システムサポート事業
主力サービスであるシステムの「運用支援サービス」および「クラウドソリューション」が

好調に推移いたしました。
この結果、外部顧客に対する売上高は234億24百万円（前年同期比14.5％増）、営業利益は

143億23百万円（同20.8％増）となりました。
C　オフィスオートメーション事業

　主力の業務用パッケージソフトの販売に加え、印刷サプライやオフィス家具等の販売も堅調
に推移いたしました。
　この結果、外部顧客に対する売上高は80億98百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益は11
億59百万円（同9.9％増）となりました。
（販売実績）

種 類 別 売上高(百万円) 構 成 比 ( ％ ) 前 期 比 (％ )

シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン 事 業 35,291 52.8 105.5

シ ス テ ム サ ポ ー ト 事 業 23,424 35.1 114.5

オ フ ィ ス オ ー ト メ ー シ ョ ン 事 業 8,098 12.1 107.3

合 計 66,814 100.0 108.7

⑵　設備投資等の状況
当期中において実施いたしました設備投資の総額は71億19百万円であります。

⑶　資金調達の状況
該当事項はありません。

－ 4 －

事業の経過および成果
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⑷　対処すべき課題
当社は中長期的に安定した企業の発展を考え、そのためには利益を意識した経営が重要である

と考えております。株主資本利益率10％以上を一つの目標とし、それを維持・継続できるよう努
めております。

従来からの自社開発製品を直接販売で提供する体制を重要とし、市場ニーズに直結したソリュ
ーションを首尾一貫して切れ目無くお届けできる基盤を整えております。

そのため、より多くのお客様への接点を増やし、継続した積極的な機構改革を推進し、営業力
強化と生産性向上に努めてまいります。

「ワンストップソリューションサービス」これは中長期的に見た当社の重要なキーワードであ
ります。導入コンサルティングから、システム構築、運用、情報提供まで当社グループ一貫体制
でトータルに「企業の情報システム構築と運用」をサポートしてまいります。

今年度も、継続したイノベーションを重視して顧客満足度の向上に取り組む中で、以下の項目
を重要課題として重視してまいります。

Ⅰ製販一体体制の推進
Ⅱカスタマイズ性の高い「ＯＢＩＣ７シリーズ」によって、生産性の向上に取り組む。
Ⅲ人材の育成と活性化に注力する。

「経営資源を選択・集中し継続する」ことこそが経営にとって重要であると認識しており、今
後ともグループ企業各社はその特徴を生かしつつ独立した企業としてグループ内での役割分担を
明確にし、「グループの発展」のため経営努力をしてまいります。

株主の皆様には、今後ともより一層のご支援ご指導を賜りますようお願い申しあげます。

－ 5 －

対処すべき課題
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⑸　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の推移

（単位：百万円）

区 分
第48期

平成27年３月

第49期

平成28年３月

第50期

平成29年３月

第51期
(当連結会計年度)

平成30年３月

売 上 高 56,344 58,738 61,453 66,814

経 常 利 益 27,726 29,521 32,246 35,570

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 18,776 23,157 23,359 26,268

１株当たり当期純利益 209.37円 259.41円 262.61円 295.32円

総 資 産 173,542 181,522 200,061 221,260

純 資 産 150,584 160,522 177,500 197,394

１株当たり純資産額 1,679.12円 1,804.63円 1,995.50円 2,219.15円

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

－ 6 －

直前３事業年度の財産および損益の状況
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②　当社の財産および損益の推移
（単位：百万円）

区 分
第48期

平成27年３月

第49期

平成28年３月

第50期

平成29年３月

第51期
(当事業年度)
平成30年３月

売 上 高 49,991 51,637 53,910 58,719

経 常 利 益 25,504 26,965 29,566 32,619

当 期 純 利 益 16,850 20,941 20,996 23,680

１株当たり当期純利益 187.89円 234.59円 236.04円 266.22円

総 資 産 138,833 144,219 160,475 178,773

純 資 産 118,332 126,258 140,829 158,120

１株当たり純資産額 1,319.49円 1,419.42円 1,583.23円 1,777.62円

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

⑹　重要な子会社の状況

会 社 名 本　店
所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
株式会社オービックオフィスオートメーション 東　京 320 100.00 ＯＡ機器の販売

－ 7 －

直前３事業年度の財産および損益の状況、重要な子会社の状況
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⑺　主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
当社グループは、株式会社オービック（当社）および連結子会社１社ならびに持分法適用会社

３社等により構成されており、事業は主に企業情報システムのシステムインテグレーション事業、
システムサポート事業、オフィスオートメーション事業、および業務用パッケージソフト事業を
行っております。

事業セグメントごとの事業内容は、次のとおりであります。
なお、業務用パッケージソフト事業については、持分法適用会社で行っているため、事業のセ

グメントには含まれておりません。

システムインテグレーション事業
お客様のシステム分析とコンサルテーションによって、ハードウェアの選定やシステム設計に

基づくソフトウェアの開発・販売および導入前後における顧客教育等の総合的な事業を実施して
います。
システムサポート事業

システム導入企業に対して、システムの運用支援および保守ならびにハードウェアの保守等の
事業を実施しています。
オフィスオートメーション事業

パソコン、通信機器等のシステム周辺機器およびコンピュータサプライ用品ならびにオフィス
家具の販売事業を実施しています。

－ 8 －

主要な事業内容
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⑻　主要な事業所（平成30年３月31日現在）
株式会社オービック
・東京本社（東京都中央区）、大阪本社（大阪市中央区）
・北関東支店、横浜支店、名古屋支店、京都支店、福岡支店
・松本営業所、静岡営業所、広島営業所

（連結子会社）
株式会社オービックオフィスオートメーション
・東京本社（東京都中央区）、大阪本社（大阪市中央区）
・名古屋支店、横浜支店

（持分法適用会社）
株式会社オービックビジネスコンサルタント
・東京本社（東京都新宿区）
・東京支店、大阪支店、名古屋支店
・札幌営業所、仙台営業所、関東営業所、横浜営業所

静岡営業所、金沢営業所、広島営業所、福岡営業所

株式会社オービーシステム
・大阪本社（大阪市中央区）、東京本社（東京都品川区）、中部支店

株式会社新潟オービックシステムエンジニアリング
・本社（新潟市中央区）

⑼　従業員の状況（平成30年３月31日現在）
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年
株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 1,848 ＋26 36.2 13.2
株式会社オービックオフィスオートメーション 186 △16 38.1 11.7

合 計 ま た は 平 均 2,034 ＋10 36.4 13.1
（注）上記従業員数には、嘱託社員および臨時従業員（アルバイト等）は含まず、出向者を含んでお

ります。

⑽　主要な借入先（平成30年３月31日現在）
該当事項はありません。

－ 9 －
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２．会社の株式に関する事項
⑴　株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 398,400,000株
②　発行済株式の総数 99,600,000株
③　株主数 3,171名
④　大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
株 式 会 社 ノ ダ ・ マ ネ ジ メ ン ト 16,909 19.00

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 7,361 8.27

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,380 6.04

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド
ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー ５ ０ ５ ２ ２ ３ 4,685 5.26

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,084 3.46

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド
ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー 2,961 3.32

野 田 順 弘 2,881 3.23

野 　 田 　 み づ き 2,781 3.12

ジ ェ ー ピ ー モ ル ガ ン チ ェ ー ス
バ ン ク ３ ８ ５ ６ ３ ２ 2,206 2.48

ｼ ﾞ ｪ ｰ ﾋ ﾟ ｰ ﾓ ﾙ ｶ ﾞ ﾝ ﾁ ｴ ｰ ｽ ｵ ﾂ ﾍ ﾟ ﾝ ﾊ ｲ ﾏ
ｼ ﾞ ﾔ ｽ ﾃ ﾞ ﾂ ｸ ﾚ ﾝ ﾃ ﾞ ｲ ﾝ ｸ ﾞ ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾄ 1,787 2.00

 
（注）１．当社は、自己株式10,649,394株を保有しておりますが、議決権がないため、上記株主から

除いております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
３．上記信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式を含んでおります。

また、信託業務に係る株式数には、退職給付信託の信託財産が含まれており、その議決権
行使の指図権は、それぞれ委託会社が留保しております。

受託会社 委託会社 株式数
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 三菱電機株式会社 2,160千株
資産管理サービス信託銀行株式会社 富士通株式会社 2,160千株

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

－ 10 －

会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 野 田 順 弘
(株)オービックオフィスオートメーション
代表取締役会長
(株)オービックビジネスコンサルタント
取締役会長

代表取締役社長 橘 　 昇 一
(株)オービックオフィスオートメーション
常務取締役
(株)オービックビジネスコンサルタント
取締役

専 務 取 締 役 加 納 博 史

経理・業務統括本部長
(株)オービックオフィスオートメーション
監査役
(株)オービックビジネスコンサルタント
社外監査役

常 務 取 締 役 川 西 　 篤 人事・総務統括本部長
取 締 役 相 談 役 野 　 田 　 み づ き

取 締 役 藤 本 隆 夫 東京本社第2ソリューション事業部長
兼東京本社第3ソリューション事業部長

取 締 役 井 田 秀 史 大阪本社統括兼大阪本社産業ソリューション統括長

取 締 役 上 野 剛 光 ソリューション推進事業本部マーケティング
推進本部長兼プロジェクト推進室長

取 締 役 佐 藤 　 登 マーケティング本部プロダクト推進部長

取 締 役 五 味 康 昌
三菱ＵＦＪ証券ホールディングス(株)　特別顧問
(株)山形銀行　社外取締役（監査等委員）
讀賣テレビ放送(株)　社外取締役

取 締 役 江 尻 　 隆
名取法律事務所　シニアパートナー
ディップ(株)　社外監査役
(株)ＡＬＢＥＲＴ　社外取締役

監 査 役 小 屋 町 朗
監 査 役 坂 和 章 平 坂和総合法律事務所　所長

監 査 役 長 尾 謙 太 税理士法人グローイング　代表社員
(株)ランドビジネス　社外監査役

－ 11 －

会社役員に関する事項
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（注）１．取締役五味康昌および江尻隆の両氏は社外取締役であります。
２．監査役坂和章平および長尾謙太の両氏は社外監査役であります。
３．当社は五味康昌、江尻隆および長尾謙太の各氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役長尾謙太氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社との間で
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

⑶　取締役および監査役の報酬等の総額
（単位：百万円）

区 分

取 締 役
(うち社外取締役)

監 査 役
(うち社外監査役) 計

摘 要
支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

名 名 名
定 款 ま た は
株 主 総 会 決 議
に 基 づ く 報 酬 等

14
(2)

579
(23)

4
(2)

23
(12) 18 602 （注）１､２､３

４､５

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第48回定時株主総会において年額700百

万円以内とし、そのうち基本報酬額を年額600百万円以内、賞与を年額100百万円以内と
決議いただいております。なお、業績向上に対するインセンティブを高め、当社業績のさ
らなる向上に資するため、業績連動型の報酬制度を導入しております。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の第33回定時株主総会において年額30百
万円以内と決議いただいております。

４．報酬等の総額には、役員退職慰労引当金の当期増加額57百万円（取締役57百万円　監査役
0百万円）も含まれております。

５．期末日現在の取締役は11名、監査役は３名であります。

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⑷　社外役員等に関する事項
①　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の法人等との関係

取締役五味康昌氏は、三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社の特別顧問、株式会社山形
銀行の社外取締役（監査等委員）および讀賣テレビ放送株式会社の社外取締役を兼任しており
ます。当社と兼務先との間には重要性のある特別な関係はありません。

取締役江尻隆氏は、名取法律事務所のシニアパートナー、ディップ株式会社の社外監査役お
よび株式会社ＡＬＢＥＲＴの社外取締役を兼務しております。当社と兼務先との間には重要性
のある特別な関係はありません。

監査役坂和章平氏は、坂和総合法律事務所の所長を兼務しております。当社と兼務先との間
には重要性のある特別な関係はありません。

監査役長尾謙太氏は、税理士法人グローイングの代表社員および株式会社ランドビジネスの
社外監査役を兼任しておりますが、当社と兼務先との間には重要性のある特別な関係はありま
せん。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 五 味 康 昌
当事業年度開催の取締役会13回開催中12回に出席し、必
要に応じ、主に豊富な会社経営の経験から議案・審議等
につき必要な発言を適宜行なっております。

取 締 役 江 尻 　 隆
平成29年６月29日就任以降、当事業年度開催の取締役会
10回開催中９回に出席し、必要に応じ、主に弁護士とし
ての専門的見地から、議案・審議等につき必要な発言を
適宜行なっております。

監 査 役 坂 和 章 平
当事業年度開催の取締役会13回開催中12回、および監査
役会13回開催の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士
としての専門的見地から、議案・審議等につき必要な発
言を適宜行なっております。

監 査 役 長 尾 謙 太
当事業年度開催の取締役会13回開催中12回、および監査
役会13回開催の全てに出席し、必要に応じ、主に公認会
計士としての専門的見地から、議案・審議等につき必要
な発言を適宜行なっております。

－ 13 －
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　　新日本有限責任監査法人

⑵　会計監査人に対する報酬等
支 払 額

①　当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務につい
ての報酬等の額 27百万円

②　当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 30百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上
記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、当該事業年度の監査計画に係る監査日数・配員計画等から見積もられた
報酬額に関する会計監査人の説明をもとに、前事業年度の実績の評価を踏まえ算定根拠等
について確認し、その内容は妥当であると判断したため、会社法第399条第１項の同意を
行っております。

⑶　非監査業務の内容
当社は新日本有限責任監査法人に対して、ＩＦＲＳ対応システムの開発における会計または財

務報告上の論点に関する助言についての対価を支払っております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
①　会計監査人の選任、解任または不再任に関する次の事項については、監査役会の決議によっ

て行なうこととしております。
イ．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針の策定。
ロ．会計監査人を再任することの適否の決定。
ハ．株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容の決定。
ニ．株主総会に提出する会計監査人の選任に関する議案の内容の決定。
ホ．会計監査人が欠けた場合の一時会計監査人の職務を行うべき者の選任。

②　会計監査人を法定の解任事由に基づき解任することに対する監査役の全員の同意は、監査役
会における協議を経て行うことができることとしております。この場合においては、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初の株主総会において、解任の旨およびその理由を報告す
ることとなっております。

－ 14 －

会計監査人の状況
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６．会社の体制および方針
⑴　業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

職務の執行が法令、定款および各社内規程に適合することを確保するため、各部門担当取締
役は当該職務におけるコンプライアンスの遵守を徹底する体制を構築するとともに、総務部が
全社横断的なコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努める。

内部通報制度において、第三者機関による新たな通報窓口を設け、不正行為等の早期発見、
是正に努める。

また、内部監査部門は、監査計画と実施内容について定めた内部監査規程にもとづいて定期
的に各部門への内部監査を実施し、その内容を代表取締役および監査役会に報告する。

代表取締役は監査報告の内容について特に重要と認めた事項を取締役会において協議し、改
善策の実施や再発の防止に努める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役は、既定の文書管理規程に従い、取締役を最終承認者とする稟議書類や取締役会議事

録、株主総会議事録について適切に管理、保存する。
また、取締役および監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程により、リスクカテゴリー毎の責任部門を定め、各責任部門の担当取締役は

当該職務に付随するリスクについて把握、分析し適切な対策を実施する。
総務部は各リスクを全社横断的に統括管理し、新たに生じたリスクについては速やかに責任

部門を定め、リスク管理体制を明確化する。現実に重大な損害の発生が予想される場合には、
部門担当取締役は直ちに総務部に報告し、総務部はその緊急性に応じて適切な対応をとる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
取締役は職務権限規程にもとづいて意思決定プロセスの効率化・迅速化を図り、定期的に運

用状況を検証する。
また、期毎に、当社本支店・部門ならびにグループ各社において業績目標の設定を行い、そ

の進捗については毎月の経営戦略会議の実施により月次業績を把握、必要に応じて改善策の検
討を行い、目標達成の確度を高める。

－ 15 －
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⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社グループにおける業務の適正の確保と密接な連携を図るため、関係会社管理規程にもと

づき、当該担当部門長はグループ各社から定期的に経営状況やリスク等に関し報告を受けると
ともに、社内規則や人事等について指示・要請を効率的に行う体制をとる。

また、内部監査部門は、当社およびグループ各社の内部監査を定期的に実施し、財務面およ
びコンプライアンス面から内部統制の改善策の指導や支援、助言を行う。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。なお、当該使用人の人事

異動、評価等については監査役会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を
確保する。当該使用人は、その要請された業務の遂行に関して、監査役の指示に従い、取締役
等の指揮命令を受けない。

⑦　当社グループの取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報
告に関する体制および報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
当社グループの取締役および使用人は、重大な法令・定款違反や当社の業務または業績に影

響を与える重要な事項について監査役に都度報告するものとし、監査役は、監査役会規則にも
とづいて、その他の監査役へ報告する体制をとる。

また、監査役は取締役会および重要な会議に出席し、業務上の重要案件や業績について意見・
情報の交換を行うとともに、グループ各社の監査役と必要に応じて意見・情報の交換を行う。

当社グループは、上記の報告を行った取締役および使用人に対し、当該報告を行ったことを
理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
監査役会は会計監査人、内部監査部門とそれぞれ定期的に意見・情報の交換を行ない、連携

して当社および関係会社の監査の実効性を確保する。
当社は、監査役がその職務の執行に際し法令に基づいて費用の支出または弁済を求めたとき

は、原則、当該費用または債務を負担する。

－ 16 －
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⑨　反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、市民社会の秩序に脅威を与える団体、個人等の反社会的勢力との関係を一切持たな

いこと、反社会的勢力からの不当な要求や威嚇に毅然とした態度で臨んでこれに妥協しないこ
とを基本方針とし、すべての取締役および使用人に周知徹底する。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制
金融商品取引法およびその他の法令の定めに従い、財務諸表に係る内部統制の構築、評価お

よび報告に関して適切な運営を図り、財務報告の信頼性と適正性を確保する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
決議した基本方針に則り、コンプライアンス体制ならびにリスク管理体制については、定期的

にリスクの見直しを行うとともに、総務部が中心となり全社横断的な統括管理を実施し、事業全
般に関するコンプライアンスの徹底と、リスクの未然防止および発生時の迅速な対応の確保を図
っております。

職務執行体制については、期毎に、各部門における業績目標の設定を行い、その進捗について
は毎月の経営戦略会議の実施により月次業績の把握、必要に応じて改善策の検討を行い、目標達
成の確度を高めております。

監査体制については、当社および当社グループ全体の内部監査、監査役監査、会計監査人監査
の三様監査を実施しております。監査の実施にあたって監査役会は、会計監査人および内部監査
部門と定期的に意見・情報の交換を行い、監査効率の向上、監査の実効性の確保を図っておりま
す。

これらにより、当社および当社グループ全体の内部統制を強化し、ディスクロージャーの信頼
性を確保するとともに、業務の有効性および効率性を高め、継続した企業価値の向上を図ってま
いります。

⑶　会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

－ 17 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
会 員 権
敷 金 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

120,668
109,458

8,795
151
299
20

1,083
862
△1

100,591
37,814
2,994

27,849
6,130

840
112
112

62,665
59,871

214
1,080
1,271

229
△2

流 動 負 債 16,671
買 掛 金 3,535
未 払 法 人 税 等 5,888
前 受 収 益 1,123
賞 与 引 当 金 2,372
役 員 賞 与 引 当 金 91
そ の 他 3,661

固 定 負 債 7,193
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 848
退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,003
資 産 除 去 債 務 170
再 評 価 繰 延 税 金 負 債 1
そ の 他 169

負 債 合 計 23,865
純 資 産 の 部

株 主 資 本 191,649
資 本 金 19,178
資 本 剰 余 金 19,530
利 益 剰 余 金 175,078
自 己 株 式 △22,138

その他の包括利益累計額 5,745
その他有価証券評価差額金 7,406
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,705
退職給付に係る調整累計額 44
純 資 産 合 計 197,394

資 産 合 計 221,260 負 債 ・ 純 資 産 合 計 221,260

－ 18 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 66,814
売 上 原 価 22,296

売 上 総 利 益 44,517
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,192

営 業 利 益 32,325
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 442
投 資 有 価 証 券 売 却 益 19
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,819
受 取 賃 貸 料 1
そ の 他 70 3,357

営 業 外 費 用
賃 貸 費 用 108
そ の 他 2 111
経 常 利 益 35,570

特 別 利 益
償 却 債 権 取 立 益 888
そ の 他 0 888

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2
投 資 有 価 証 券 評 価 損 130
そ の 他 0 133

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 36,325
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,159
法 人 税 等 調 整 額 △102 10,057
当 期 純 利 益 26,268
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 -
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 26,268

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日期首残高 19,178 19,530 157,260 △22,137 173,831

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △8,450 △8,450

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 26,268 26,268

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額(純 額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 17,818 △0 17,817

平成30年３月31日期末残高 19,178 19,530 175,078 △22,138 191,649

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

平成29年４月１日期首残高 5,373 △1,705 1 3,669 177,500

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △8,450

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 26,268

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額(純 額) 2,033 42 2,076 2,076

連結会計年度中の変動額合計 2,033 － 42 2,076 19,894

平成30年３月31日期末残高 7,406 △1,705 44 5,745 197,394

－ 20 －
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
以下の子会社１社を連結の範囲に含めております。

株式会社オービックオフィスオートメーション
なお、欧比科（上海）軟件有限公司は、連結の範囲および持分法の適用範囲から除外しております。当

該子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純利益および利益剰余金等はいずれも連結計算書類に
重要な影響を及ぼさないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
以下の関連会社３社を持分法の適用範囲に含めております。

株式会社オービーシステム
株式会社オービックビジネスコンサルタント
株式会社新潟オービックシステムエンジニアリング

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ）有価証券
・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ）たな卸資産　　　　　　　　主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産　　　　　　　定率法
（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物および構築物　　　　３～50年
その他　　　　　　　　　４～30年

ロ）無形固定資産　　　　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

ハ）長期前払費用　　　　　　　定額法

－ 21 －
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③　重要な引当金の計上基準
イ）貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ）賞与引当金　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上
しております。

ハ）役員賞与引当金　　　　　　当社および連結子会社は役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づき計上しております。

ニ）役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

④　重要な収益および費用の計上基準
　売上高および売上原価の計上基準
イ）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ）その他の工事　　　　　　　工事完成基準
⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括して費用処理しておりま
す。

ロ）消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

－ 22 －
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,798百万円
⑵　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っ
ております。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または「再評価に係る繰延税
金負債」に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）
区分および株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発行済株式
普 通 株 式 99,600,000 － － 99,600,000

自己株式
普 通 株 式 10,649,333 61 － 10,649,394
 

（注）普通株式の自己株式数の増加61株は、単元未満株式の買取による増加であります。

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額
（ 百 万 円 ） １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年 6 月29日開催
第 5 0 回 定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 4,225 47円50銭 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月30日

平成29年10月30日開催
取 締 役 会 普 通 株 式 4,225 47円50銭 平成29年 9 月30日 平成29年11月24日

－ 23 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
平成30年６月28日開催の第51回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
( 百 万 円 )

配 当 の
原 資

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年 6 月28日開催
第 5 1 回 定 時 株 主 総 会

普 通
株 式 6,004 利 益

剰 余 金 67円50銭 平成30年 3 月31日 平成30年 6 月29日

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループにおける取組方針は、基本的に投資対象の流動性、信用性ならびに元本の安全性を勘案
し、企業本来の目的を逸脱しない範囲に限定しております。またハイリスクを伴うデリバティブ取引、
信用取引、債券先物取引および商品先物取引等を行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　現金及び預金は、主に銀行の預貯金または安定性のある金融商品に限定しております。基本的には３
ヶ月以内の短期を原則とし、流動性の確保と元本の安全性を重視しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクにさらされています。当該リスクに関し
ては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　有価証券及び投資有価証券への投資は、資金の内、運転資金を除く余剰資金の運用に対してのみであ
り、基本的に流動性の確保と元本の安全性を重視しております。具体的には、上場株式等を中心にし、
投資枠や保有上限枠を設定し、過度な投資を行わないよう規制しております。また投資した金融商品に
ついては、運用体制や管理基準を明確化し、モニタリングと情報収集することにより定期的に市場価格
の変動リスクや時価および発行体の財務状況等を分析・把握し、その情報を機関で共有することにより
回収可能性の確保や減損懸念の軽減を図っております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 24 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含めておりません。（（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品を参照くださ
い。）

（単位:百万円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金

⑵　受取手形及び売掛金

貸倒引当金

⑶　有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

関連会社株式

109,458

8,795

△1

109,458 －

8,793

18,713

39,780

8,793

18,713

92,543

－

－

52,763

資 産 計 176,745 229,509 52,763

⑴　買掛金 3,535 3,535 －

負 債 計 3,535 3,535 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　　産

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

－ 25 －
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⑶　有価証券及び投資有価証券
①　その他有価証券

（単位:百万円）

種 類 連結貸借対照
表 計 上 額 取 得 原 価 差 額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

⑴株式

⑵債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

⑶その他

17,973

－

－

－

－

12,102

－

－

－

－

5,871

－

－

－

－

小 計 17,973 12,102 5,871

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

⑴株式

⑵債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

⑶その他

739

－

－

－

－

935

－

－

－

－

△196

－

－

－

－

小 計 739 935 △196

合 計 18,713 13,038 5,674

②　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

27百万円 19百万円 －百万円

（注）上表はすべて株式の売却によるものです。

③　減損を行った有価証券
当連結会計年度において、投資有価証券について、株式130百万円の減損処理を行っております。

－ 26 －
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負　　債
⑴　買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:百万円)

種 類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 1,377

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた
め、「⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸利用している不動産および遊休不動産を有しております。こ
れら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額および時価は、次のとおりであります。

（土　地）
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減高 当連結会計年度末残高

15,178百万円 628百万円 15,807百万円 26,308百万円
（注1）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づきます。ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指
標に重要な変動が生じていない場合は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、
その他の重要性の乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指
標に基づく金額を採用しております。

（注2）当社の所有している大阪府の土地に建物の建設をしております。それに伴い、当連結会計年度末の連結
貸借対照表の有形固定資産に建設仮勘定6,130百万円がありますが、現在建設中であり時価を把握するこ
とが極めて困難であるため、上表には含めておりません。
また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 差 額 その他（売却損益等）
賃 貸 等 不 動 産 1百万円 108百万円 △107百万円 －百万円

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,219円15銭
⑵　１株当たり当期純利益 295円32銭

７．後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 27 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月７日

株　式　会　社　　オ　ー　ビ　ッ　ク
取　締　役　会　御　中

新　日　本　有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 水 善 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 井 清 二 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オービックの平成29年４月１日から平
成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社オービック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　　上

－ 28 －
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

連結計算書類に係る監査報告書
当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度に係る連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類について取
締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立
の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月９日
株式会社　オービック　監査役会

常勤監査役 小屋町　　　朗 ㊞
監査役 坂 和 章 平 ㊞
監査役 長 尾 謙 太 ㊞

（注）監査役坂和章平及び監査役長尾謙太は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める
社外監査役であります。

－ 29 －

連結計算書類に係る監査役会の監査報告
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
仕 掛 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
会 員 権
敷 金 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

110,822
101,229

69
7,458

20
299

1,009
736
△1

67,951
37,780
2,954

27,849
6,130

846
105
105

30,065
18,931
8,504

205
1,056
1,141

229
△2

流 動 負 債 13,883
買 掛 金 1,430
未 払 法 人 税 等 5,654
前 受 収 益 1,027
賞 与 引 当 金 2,180
役 員 賞 与 引 当 金 91
そ の 他 3,499

固 定 負 債 6,768
退 職 給 付 引 当 金 5,672
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 774
資 産 除 去 債 務 151
再 評 価 繰 延 税 金 負 債 1
そ の 他 169

負 債 合 計 20,652
純 資 産 の 部

株 主 資 本 155,902
資 本 金 19,178
資 本 剰 余 金 19,530

資 本 準 備 金 19,413
そ の 他 資 本 剰 余 金 116

利 益 剰 余 金 139,332
利 益 準 備 金 461
そ の 他 利 益 剰 余 金 138,870

別 途 積 立 金 111,000
繰 越 利 益 剰 余 金 27,870

自 己 株 式 △22,138
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,217

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3,923
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,705
純 資 産 合 計 158,120

資 産 合 計 178,773 負 債 ・ 純 資 産 合 計 178,773

－ 30 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 58,719
売 上 原 価 17,296

売 上 総 利 益 41,422
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,255

営 業 利 益 31,167
営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 1,473
投 資 有 価 証 券 売 却 益 19
受 取 賃 貸 料 1
そ の 他 68 1,563

営 業 外 費 用
賃 貸 費 用 108
そ の 他 2 111
経 常 利 益 32,619

特 別 利 益
償 却 債 権 取 立 益 888
そ の 他 0 888

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 130
そ の 他 0 131

税 引 前 当 期 純 利 益 33,376
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,787
法 人 税 等 調 整 額 △91 9,695
当 期 純 利 益 23,680

－ 31 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 そ の 他

資本剰余金 利益準備金 そ の 他
利益剰余金

平成29年４月１日期首残高 19,178 19,413 116 461 123,640 △22,137 140,673

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,450 △8,450

当 期 純 利 益 23,680 23,680

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － 15,230 △0 15,229

平成30年３月31日期末残高 19,178 19,413 116 461 138,870 △22,138 155,902

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成29年４月１日期首残高 1,861 △1,705 155 140,829

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,450

当 期 純 利 益 23,680

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 ) 2,061 2,061 2,061

事業年度中の変動額合計 2,061 － 2,061 17,291

平成30年３月31日期末残高 3,923 △1,705 2,217 158,120

－ 32 －

株主資本等変動計算書
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（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：百万円）

別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金 そ の 他
利 益 剰 余 金 合 計

平成29年４月１日期首残高 99,000 24,640 123,640

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,450 △8,450

別 途 積 立 金 の 積 立 12,000 △12,000

当 期 純 利 益 23,680 23,680

事業年度中の変動額合計 12,000 3,230 15,230

平成30年３月31日期末残高 111,000 27,870 138,870

－ 33 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準および評価方法
１）有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
２）たな卸資産の評価基準および評価方法
①　原材料及び貯蔵品　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
②　仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法
（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　３～50年
その他　　　　　　４～30年

②　無形固定資産　　　　　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法

③　長期前払費用　　　　　　　　定額法
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上
しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上
しております。

－ 34 －

個別注記表
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④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務の見込額を
計上しております。数理計算上の差異は、翌事業年度に一括して費用処
理することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

⑷　収益および費用の計上基準
売上高および売上原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例法)

②　その他の工事　　　　　　　　工事完成基準
⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

②　消費税等の処理
　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,733百万円
⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 4百万円
②　短期金銭債務 65百万円

⑶　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っ
ております。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または「再評価に係る繰延税
金負債」として計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
３．損益計算書に関する注記

⑴　関係会社に対する売上高 3百万円
⑵　関係会社からの仕入高 258百万円
⑶　関係会社との営業取引以外の取引高 76百万円

－ 35 －

個別注記表
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 10,649,333 61 － 10,649,394 

（注）普通株式の自己株式数の増加61株は、単元未満株式の買取による増加であります。

５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：百万円）
未払事業税 325
賞与引当金 667
退職給付引当金 1,736
役員退職慰労引当金 237
会員権 171
投資有価証券評価損 2,638
貸倒損失 21
その他 88
小計
評価性引当額

5,886
△2,004

繰延税金資産合計 3,882

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 1,731

繰延税金負債合計 1,731

繰延税金資産純額 2,150

再評価に係る繰延税金資産
土地再評価差額金
評価性引当額

523
△523

繰延税金資産合計 －

再評価に係る繰延税金負債
土地再評価差額金 1

繰延税金負債合計 1
繰延税金負債純額 1

－ 36 －

個別注記表
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６．関連当事者との取引に関する注記
役員および個人主要株主等

属 性 会社等の
名　　称 住 所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を自己
の計算にお
いて所有し
ている会社
等並びに当
該会社等の
子会社

㈱　茂　原
カントリー
倶　楽　部

千葉県
茂原市 20 ゴルフ

場経営
(被所有)
直接　－

役員の兼任
お よ び
ゴ ル フ 場
の 利 用

ゴルフ場
の 利 用
（注）

16 未払金 0

㈱バロッ
クス 東京都

中央区 20
輸入食
品の販

売
(被所有)
直接　－

役員の兼任
お よ び
商 品 購 入

商 品 購
入
（注）

11 未払金 0

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
　　　利用料については通常規定に基づいた価格であります。
　　　商品の購入は独立第三者取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,777円62銭
⑵　１株当たり当期純利益 266円22銭

８．後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 37 －

個別注記表
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月７日

株　式　会　社　　オ　ー　ビ　ッ　ク
取　締　役　会　御　中

新　日　本　有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 水 善 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 井 清 二 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オービックの平成29年４月１日
から平成30年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　　上

－ 38 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い､会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成30年５月９日

株式会社　オービック　監査役会
常勤監査役 小屋町　　　朗 ㊞
監査役 坂 和 章 平 ㊞
監査役 長 尾 謙 太 ㊞

 

（注）監査役坂和章平及び監査役長尾謙太は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役
であります。

以　上
－ 39 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元について、経営の重要課題のひとつとして認識して
おります。強固な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、財務内容
の一層の充実を図る一方で、再投資することにより株主の皆様のご期待にお応えできる
ものと考えております。
　当期の剰余金の処分につきましては、当期の業績および本年４月８日に迎えました当
社創立50周年を記念し、株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに、今後も引き
続きご支援賜りたく、普通配当に創立50周年記念配当を加え、以下のとおりといたした
いと存じます。

１．期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金67円50銭（うち普通配当57円50銭、創立50周年記
念配当10円）といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は6,004,165,905円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその金額

繰越利益剰余金　　　　13,500,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその金額

別途積立金　　　　　　13,500,000,000円

－ 40 －

剰余金処分議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/29 9:58:22 / 17368067_株式会社オービック_招集通知（Ｃ）

第２号議案　取締役10名選任の件
　取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、より一層の企業価値
向上や経営の透明性をさらに向上させるため、10名の選任をお願いするものでありま
す。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

の
野

だ
田

まさ
順

ひろ
弘

(昭和13年 8 月24日)

昭和43年４月 当社設立

2,881,000株

代表取締役社長
平成15年４月 当社代表取締役会長
平成18年２月 当社代表取締役会長兼社長
平成25年４月 当社代表取締役会長（現任）
［重要な兼職の状況］
株式会社オービックオフィスオートメーション
代表取締役会長
株式会社オービックビジネスコンサルタント　取締役会長

[取締役候補者とした理由]
　野田順弘氏は、昭和43年に当社を創業して以来、一貫して当社の経営を担っており、会社経営に関
する豊富な経験と実績を有しております。
　これらの豊富な経験と実績を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すとともに、当社のさらなる成長のため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

－ 41 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

２

たちばな
橘

 
　

しょう
昇

いち
一

(昭和36年 4 月26日)

昭和60年４月 当社入社

30,000株

平成12年４月 当社大阪本社ビジネスソリューション営業１
部長

平成15年２月 当社東京本社ビジネスソリューション営業部長
平成15年８月 当社横浜支店長
平成16年６月 当社取締役
平成17年４月 当社常務取締役

当社東京本社ソリューション統括副本部長
平成18年４月 当社東京本社ソリューション営業統括兼推進

統括部長
平成19年４月 当社専務取締役
平成20年４月 当社取締役副社長
平成25年４月 当社代表取締役社長（現任）
［重要な兼職の状況］
株式会社オービックオフィスオートメーション　常務取締役
株式会社オービックビジネスコンサルタント　取締役

[取締役候補者とした理由]
　橘昇一氏は、営業部門、マーケティング部門、開発部門などの責任者を歴任しており、当社のソリ
ューションビジネス全般における豊富な知識と経験を有しております。また、平成25年4月より、当
社代表取締役社長に就任し、経営に関する知見と力強い業務執行能力を発揮し、当社の業績を伸長し
てきました。
　これらの豊富な経験と実績を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すとともに、当社のさらなる成長のため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

－ 42 －

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/29 9:58:22 / 17368067_株式会社オービック_招集通知（Ｃ）

候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

かわ
川

にし
西

 
　

あつし
篤

(昭和33年11月29日)

昭和57年４月 当社入社

34,400株

平成12年４月 当社東京本社総務部長
平成14年４月 当社総務統括部長
平成15年６月 当社取締役

当社総務統括本部長
平成17年４月 当社常務取締役（現任）
平成20年４月 当社人事・総務統括本部長（現任）

[取締役候補者とした理由]
　川西篤氏は、長年にわたり人事・総務部門の業務に携わっており、管理業務に関する豊富な知識と
経験を有しております。
　これらの豊富な知識と経験を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

４

の
野

 
　

だ
田

 
　

 
み

 
づ

 
き

(昭和 9 年 8 月27日)

昭和43年４月 当社設立

2,781,000株

取締役
昭和45年４月 当社常務取締役
平成７年６月 当社取締役副社長
平成10年６月 当社代表取締役副社長
平成15年４月 当社取締役副会長
平成21年６月 当社取締役相談役（現任）

[取締役候補者とした理由]
　野田みづき氏は、当社創業者のひとりとして、一貫して当社の経営を担うとともに、管理部門の業
務に携わっており、会社経営に関する豊富な経験と実績を有しております。
　これらの豊富な経験と実績を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

－ 43 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

５

ふじ
藤

もと
本

たか
隆

お
夫

(昭和46年 4 月 7 日)

平成６年４月 当社入社

1,200株

平成21年４月 当社東京本社産業ソリューション統括４部ソ
リューション営業部長

平成26年４月 当社東京本社産業ソリューション統括１部営
業統括長

平成29年４月 当社東京本社第２ソリューション事業部長
兼東京本社第３ソリューション事業部長
（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）
平成30年４月 当社東京本社第４ソリューション事業部長

（現任）
[取締役候補者とした理由]
　藤本隆夫氏は、長年にわたり営業部門の業務に携わっており、金融関係をはじめ様々な業種の顧客
に対する提案活動を通じ、当社のソリューションビジネスに関する豊富な知識と経験を有しておりま
す。
　これらの豊富な知識と経験を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

６

い
井

だ
田

ひで
秀

し
史

(昭和36年 4 月12日)

昭和59年４月 当社入社

10,100株

平成16年１月 当社福岡支店長
平成18年４月 当社大阪本社ソリューション営業部長
平成25年４月 当社大阪本社ソリューション営業統括長
平成26年４月 当社大阪本社統括兼大阪本社産業ソリュー

ション統括長（現任）
平成26年６月 当社取締役（現任）

[取締役候補者とした理由]
　井田秀史氏は、長年にわたり営業部門の業務に携わるとともに、支店長を務めた経験もあり、当社
のソリューションビジネスに関する豊富な知識と経験を有しております。
　これらの豊富な知識と経験を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

－ 44 －

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/29 9:58:22 / 17368067_株式会社オービック_招集通知（Ｃ）

候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

７

うえ
上

の
野

たけ
剛

みつ
光

(昭和35年10月 9 日)

昭和59年４月 当社入社

14,300株

平成16年４月 当社東京本社マーケティング推進部長
平成22年４月 当社東京本社ソリューション推進本部マーケ

ティング推進統括部企画本部部長
平成23年４月 当社東京本社ソリューション推進本部マーケ

ティング推進統括部マーケティング本部部長
平成25年６月 当社ソリューション推進統括本部マーケティ

ング推進本部長
平成29年４月 当社ソリューション推進事業本部マーケティ

ング推進本部長兼プロジェクト推進室長
平成29年６月 当社取締役（現任）
平成30年４月 当社ソリューション推進事業本部長（現任）

[取締役候補者とした理由]
　上野剛光氏は、長年にわたりマーケティング推進部門の業務に携わっており、営業企画やシステム
開発企画などの業務を通じ、当社のソリューションビジネスに関する豊富な知識と経験を有しており
ます。
　これらの豊富な知識と経験を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

８

さ
佐

とう
藤

 
　

のぼる
登

(昭和34年１月18日)

昭和57年４月 当社入社

26,800株

平成14年４月 当社東京本社プロジェクト営業１部長
平成20年６月 当社取締役（現任）
平成21年４月 当社横浜支店長兼横浜支店ソリューション

営業部長
平成23年４月 当社マーケティング本部副本部長
平成26年５月 当社マーケティング本部プロダクト推進部長

（現任）
[取締役候補者とした理由]
　佐藤登氏は、長年にわたり営業部門の業務に携わるとともに、支店長を務めた経験もあり、当社の
ソリューションビジネスに関する豊富な知識と経験を有しております。
　これらの豊富な知識と経験を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活か
すため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

９

ご
五

み
味

やす
康

まさ
昌

(昭和18年 2 月 8 日)

昭和41年４月 株式会社三菱銀行（現　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）入行

0株

平成５年６月 同行取締役　米州本部米州企画部長（特命担
当：バンクオブカリフォルニア会長兼頭取）

平成９年５月 同行常務取締役　業務企画部長
平成14年６月 同行専務取締役　法人営業部門長
平成15年５月 同行副頭取　法人営業部門長
平成16年６月 同行副頭取退任
平成16年６月 三菱証券株式会社（現　三菱ＵＦＪ証券ホー

ルディングス株式会社）取締役会長
平成21年５月 三菱ＵＦＪ証券株式会社（現　三菱ＵＦＪ証

券ホールディングス株式会社）相談役
平成21年６月 株式会社山形銀行　社外監査役
平成22年６月 讀賣テレビ放送株式会社　社外取締役

（現任）
平成25年２月 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社

特別顧問　(現任)
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
平成28年６月 株式会社山形銀行　社外取締役(監査等委員）

（現任）
[社外取締役候補者とした理由]
　五味康昌氏は、長年にわたり銀行および証券会社の業務や経営に携わり、経営に対する豊富な知識
と実績を有しておられます。
　これらの豊富な知識と実績を活かし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、経営
の監督とチェック機能を果たしていただけるものと期待し、引き続き社外取締役候補者として選任を
お願いするものです。
　なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって3年となります。

－ 46 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

10

え
江

じり
尻

 
　

たかし
隆

(昭和17年 5 月16日)

昭和44年４月 弁護士登録（現在　第二東京弁護士会所属）

0株

昭和52年11月 桝田江尻法律事務所（現　弁護士法人西村あ
さひ法律事務所）パートナー

昭和61年９月 日本弁護士連合会国際交流委員会副委員長
平成10年11月 株式会社有線ブロードバンドネットワークス

（現　株式会社ＵＳＥＮ）監査役
平成15年６月 株式会社あおぞら銀行　監査役
平成16年６月 安藤建設株式会社（現　株式会社安藤・間）

監査役
平成18年６月 カゴメ株式会社　監査役
平成22年５月 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社

監査役
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社
監査役
ディップ株式会社　社外監査役（現任）

平成24年８月 弁護士法人西村あさひ法律事務所　社員
平成29年３月 株式会社ＡＬＢＥＲＴ　社外取締役（現任）
平成29年６月 当社社外取締役（現任）
平成29年８月 名取法律事務所シニアパートナー（現任）

[社外取締役候補者とした理由]
　江尻隆氏は、長年にわたり弁護士として企業法務の実務に携わり、法律専門家としての豊富な知識
と実績を有しておられます。
　これらの豊富な知識と実績を活かし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、経営
の監督とチェック機能を果たしていただけるものと期待し、引き続き社外取締役候補者として選任を
お願いするものです。
　また、同氏は上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断
しております。
　なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって1年となります。

（注）１．各候補者と当社との間に、特別な利害関係はありません。
２．五味康昌氏および江尻隆氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者で

あります。なお、当社は五味康昌氏および江尻隆氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．当社は、五味康昌氏および江尻隆氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令の定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続
する予定であります。

－ 47 －
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第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給
の件

　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます加納博史氏に対し、在
任中の功労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内において退職慰労金を
贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等の決定は、取締役会にご一任
願いたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

加 納 博 史

平成
平成
平成

11
14
19

年
年
年

６
４
４

月
月
月

当社取締役
当社常務取締役
当社専務取締役
現在に至る

　また、当社は役員報酬制度改定の一環として、報酬の後払い的性格を有する役員退職
慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止いたします。これに伴い、第２号議案が原案
どおり承認されたとき、本総会後も引き続き在任する取締役８名に対し、本総会終結日
までの在任期間に対する退職慰労金を打ち切り支給することにつき、ご承認をお願いす
るものであります。つきましては、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金
を打ち切り支給いたしたいと存じます。なお、社外取締役および監査役は退職慰労金制
度の対象外です。
　打ち切り支給の対象となる取締役に対する退職慰労金の支給時期につきましては、各
取締役の退任時といたしますが、その具体的金額、方法等は取締役会にご一任願いたい
と存じます。
　なお、本議案に関する退職慰労金贈呈額および退職慰労金打ち切り支給額の合計は、
747百万円となります。
　今後当社は、取締役の業績向上と企業価増大への意識を高める報酬制度について検討
してまいります。
　役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の対象となる取締役の略歴は次のとお
りであります。

－ 48 －
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氏 名 略 歴

野 田 順 弘

昭和43年４月 当社設立
代表取締役社長

平成
平成
平成

15
18
25

年
年
年

４
２
４

月
月
月

当社代表取締役会長
当社代表取締役会長兼社長
当社代表取締役会長
現在に至る

橘 　 昇 一

平成16年６月 当社取締役
平成17年４月 当社常務取締役
平成
平成
平成

19
20
25

年
年
年

４
４
４

月
月
月

当社専務取締役
当社取締役副社長
当社代表取締役社長
現在に至る

川 西 　 篤
平成15年６月 当社取締役
平成17年４月 当社常務取締役

現在に至る

野 　 田 　 み づ き

昭和

昭和

43

45

年

年

４

４

月

月

当社設立
取締役
当社常務取締役

平成７年６月 当社取締役副社長
平成
平成
平成

10
15
21

年
年
年

６
４
６

月
月
月

当社代表取締役副社長
当社取締役副会長
当社取締役相談役
現在に至る

藤 本 隆 夫 平成29年６月 当社取締役
現在に至る

井 田 秀 史 平成26年６月 当社取締役
現在に至る

上 野 剛 光 平成29年６月 当社取締役
現在に至る

佐 藤 　 登 平成20年６月 当社取締役
現在に至る

以　上
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インターネット等による議決権行使のお手続きについて

　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただき
ますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネット等による議決権行使のお手続き
はいずれも不要です。

記

１．インターネット議決権行使サイトに関するご案内
⑴　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（「iモード」、

「 E Z w e b 」 、 「 Y a h o o ! ケ ー タ イ 」 ※ ） か ら 、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただ
し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）
（※「iモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はＫＤＤＩ㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.
の商標または登録商標です。）

⑵　パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォー
ル等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご
利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

⑶　携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご
利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（ＳＳＬ通信）および携帯電話情報
の送信が不可能な機種には対応しておりません。

⑷　インターネット等による議決権行使は、平成30年６月27日（水曜日）の午後５時30分まで受
け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスク
へお問い合わせください。

２．インターネット等による議決権行使方法について
⑴　議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された「ロ

グインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

⑵　株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するた
め、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることにな
りますのでご了承ください。

⑶　株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知いたします。
－ 50 －
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
⑴　郵送とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による

議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
⑵　インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を

有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を行使
された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様
のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等利
用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

５．機関投資家の皆様へ
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人を含みます。）につきましては、株式会社東京証券取
引所等により設立された合弁会社（株式会社ＩＣＪ）が運営する機関投資家向け議決権電子行使プ
ラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における議決権電子行使の方
法として、インターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくこと
ができます。

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120－173－027（受付時間　９：00～21：00、通話料無料）

以　上

－ 51 －

インターネットによる議決権の行使について



2018/05/29 9:58:22 / 17368067_株式会社オービック_招集通知（Ｃ）

株 主 総 会 会 場 の ご 案 内 図

●会場
当社東京本社　地下１階大ホール
東京都中央区京橋二丁目４番15号　オービックビル
電話　０３（３２４５）６５００（大代表）

ヤンマー

みずほ証券

東京国際
フォーラム

みずほ銀行

常陽銀行

鍛冶橋通り
京葉線東京駅
1番出口 東京スクエア

ガーデン

京橋
エドグラン

A5出口

5番出口
信金中央
　　金庫

パシフィック
センチュリー
プレイス
丸の内

八
重
洲
南
口

↑
至
神
田

（
都
営
地
下
鉄
浅
草
線
）

（
東
京
メ
ト
ロ
銀
座
線
）

中
央
通
り

昭
和
通
り

外
堀
通
り

至
銀
座
↓

↑
至
日
本
橋

八重州
ブックセンター

明治
ホールディングス

京

橋

駅

宝

町

駅

オービックビル

至
有
楽
町
↓

J
R
東
京
駅

●交通
Ｊ　Ｒ：＜東京駅＞八重洲南口より徒歩８分
Ｊ　Ｒ：京葉線＜東京駅＞１番出口より徒歩４分
地下鉄：銀座線＜京橋駅＞５番出口より徒歩１分
地下鉄：有楽町線＜銀座一丁目駅＞７番出口より徒歩７分
地下鉄：浅草線＜宝町駅＞Ａ５番出口より徒歩３分

（注）お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。

地図




